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I． 特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会の概況 
 

1. 会員 

（1） 平成 22 年 4 月に正会員・登録会員の異動調査を行い、6 月に平成 22 年度会員名簿を

印刷し、全会員に配布した。平成 22 年度 9 月より長野県が入会し、平成 22 年度の正会

員数は 37 で登録会員数は 131 名となった。 

（2） 賛助会員は異動なく、平成 23 年 3 月 31 日現在、20 団体である。 

（3） 長年にわたる協議会への貢献に敬意を表し、第2回理事会にて花井彩氏、大島明氏へ

の名誉会員称号の贈呈が推挙され、平成 22 年度総会にてこれが承認された。平成 22

年度の名誉会員数は、8 名となった。 

2. 役員 

（1） 理事全員が平成 22 年 6 月末日をもって任期満了となるが、岡本直幸氏、岸本拓治氏、

祖父江友孝氏は退任、後任に三上春夫氏が就任、他の 6 名は重任する旨の提案があ

り、その旨承諾し、平成 22 年度総会にて承認され、津熊秀明氏、早田みどり氏、田中英

夫氏、藤田学氏、柴田亜希子氏、西野善一氏は、即時就任した。監事である三上春夫

氏の理事就任に伴い、後任監事に大木いずみ氏を選任することを平成 22 年度総会に

て諮り、承認され、大木いずみ氏は即時就任を承諾した。 

（2） 平成 22 年 6 月末日をもって岡本直幸氏の理事長退任、後任に津熊秀明氏を選任、同

じく 6 月末日をもって津熊秀明氏の副理事長退任、後任に早田みどり氏を選任すること

が平成 22 年度総会にて諮り、承認された。 

（3） 花井彩氏および大島明氏は顧問退任、後任に岡本直幸氏が就任する旨第 2 回理事会

で承認され、平成 22 年度総会にて報告された。 

（4） 嘉山孝正氏が顧問就任する旨第 3 回理事会にて承認され、平成 22 年度臨時総会にて

報告された。 
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3. 事務局 

（1） 事務局長及び事務局主事が平成 22 年 6 月末日をもって任期満了となるが、第 2 回理

事会にて味木和喜子氏が事務局長、松田智大氏、丸亀知美氏が事務局主事に再任さ

れた。なお、丸亀知美氏と味木和喜子氏はそれぞれ国立がん研究センターの退職に伴

い、丸亀氏は 12 月末に事務局主事を退任、味木氏は 3 月末に事務局長を退任した。 

（2） 協議会の NPO 法人格取得と業務の増大に伴い、事務局専属職員 2 名を事務局にて雇

用する旨が第 1 回理事会にて審議され、承認された。なお、協議会からの賃金の支払

いは 11 月より開始された。 

4. 学術集会会長 

（1） 第 20 回学術集会会長に三上春夫氏が第 1 回理事会において選出され、平成 22 年度

総会にて承認された後、理事長より委嘱された。 

5. 専門委員 

（1） 平成 22 年度臨時総会にて、協議会活動の支援を目的とし専門委員を設置する旨審議

され、それに伴う定款の変更が承認された。祖父江友孝氏、片山博昭氏、有田健一氏、

山下清子氏を専門委員として任命する旨第 4 回理事会にて承認され、平成 22 年度臨

時総会にて報告された。平成 23 年 3 月 10 日に東京都に変更定款が承認され、正式に

4 名を専門委員に任命した。 

 

会員構成                              2011 年 3 月現在 

 正会員：36 道府県市、1 研究団体 名誉会員：8 名 賛助会員：20 団体 
正会員（登録会員 131 名） 
道府県市がん登録：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉

県、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、愛知県、滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、 
徳島県、香川県、高知県、佐賀県、長崎県、熊本県、沖縄県、広島市 
研究団体：厚生労働科研第 3 次対がん「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する研究」班 
賛助会員 
日本対がん協会、大阪対ガン協会、明治安田生命、アメリカンファミリー生命、第一生命、 
大同生命厚生事業団、アストラゼネカ、富士レビオ、伏見製薬所、大鵬薬品工業、 
堀井薬品工業、大塚製薬、MSD（旧ノバルティスファーマ）、シェリング･プラウ、中外製薬、 
グラクソ・スミスクライン、第一三共、ヤクルト本社、日本生命、サイニクス 
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役員・顧問・事務局                         2011 年 3 月現在 

 
役 員 
理事長：津熊 秀明（大阪府立成人病センター） 
副理事長：早田 みどり（放射線影響研究所・長崎） 
理 事：西野 善一（宮城県立がんセンター） 柴田 亜希子（山形県立がん・生活習慣病センター） 
     三上 春夫（千葉県がんセンター）  藤田 学（福井社会保険病院） 
     田中 英夫（愛知県がんセンター）   
監 事：大木 いずみ（栃木県立がんセンター） 
顧 問  
笹井 康典（全国衛生部長会 会長） 岡本 直幸（神奈川県立がんセンター） 
嘉山 孝正（国立がん研究センター） 
事務局 
事務局長：味木 和喜子（国立がん研究センター） 
主  事：松田 智大 （国立がん研究センター）   
職  員：成澤 麻子 尾崎 恭子 

 

学術集会会長・専門委員                         2011 年 3 月現在 

 
学術集会会長 
第 19 回学術集会会長：岡本 直幸（神奈川県立がんセンター） 
第 20 回学術集会会長：三上 春夫（千葉県がんセンター）  
専門委員  
祖父江 友孝（国立がん研究センター） 片山 博昭（放射線影響研究所） 
有田 健一（広島県医師会） 山下 清子（山梨県） 
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II． 平成 22 年度事業報告 





 

Ⅱ．地域がん登録全国協議会平成 22 年度事業報告 
 

1. 特定非営利活動にかかる事業 

（1） 学術集会、講演会等の開催事業 

 平成 22 年度総会の開催に合わせ、平成 22 年 6 月 4 日に、神奈川県横浜市開港記念会館

6 号室において地域がん登録担当者集会を無料にて開催した。各地域がん登録室担当者並

びに関係者を対象に、国立がん研究センターより講師（3 名）を招き、国内における地域がん

登録の概況等を理解する機会とし、参加者数は 48 名であった。 

 

第 19 回学術集会は、岡本直幸会長（神奈川県立がんセンター）のもとに、本協議会が共

催する第 32 回国際がん登録協議会（IACR2010）学術総会（会期・平成 22 年 10 月 12 日～

14 日）に合わせ、平成 22 年 10 月 15 日に、神奈川県横浜市の横浜赤レンガ倉庫 1 号館に

おいて開催された。IACR2010 と共通する「がん登録と社会との調和」をテーマに、ポスター

【地域がん登録担当者集会 開催概要】 
日 時：平成 22 年 6 月 4 日（金） 14：30-16：30 
会 場：横浜市開港記念館 6 号室 
プログラム： 14：30-14：40 開会の挨拶 

岡本 直幸 
特定非営利活動法人 地域がん登録協議会 

理事長 
14：40-15：10 我が国のがん対策について 

講師：祖父江 友孝 
独立行政法人国立がん研究センター 

がん対策情報センターがん情報・統計部 
部長 

15：10-15：40 院内がん登録に関する最新情報 
講師：西本 寛 

独立行政法人国立がん研究センター 
がん対策情報センターがん情報・統計部 

院内がん登録室長 
15：40-16：10 地域がん登録に関する最新情報 

講師：味木 和喜子 
独立行政法人国立がん研究センター 

がん対策情報センターがん情報・統計部 
地域がん登録室長 

16：10-16：30 質疑応答 
16：30 閉会  
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発表と公開講座から構成され、参加実数は総勢 153 名を数えた。学術的ポスター演題が 19

題、地域がん登録室ポスターは 26 演題の発表があった。このうち 3 演題がポスター賞に選出

された。公開講座は、無料で広く一般に公開され、国内のみならず海外（アメリカ、フランス、

韓国、台湾）より演者、座長を招き地域がん登録の周知と理解を深める内容にて開催された。 

 

【第 19 回学術集会 開催概要】 
日 時：平成22年10月15日（金）9：30～16：00 
会 場：横浜赤レンガ倉庫1号館（神奈川県・横浜市） 
主 題：『がん登録と社会の調和~Society and Cancer Registration : towards Harmonization~』 
プログラム： 

10：00～11：00 ポスターセッション（1.学術2.登録室紹介） 
11：10～11：20 ポスター賞表彰 
11：20～11：30 （平成22年度実務担当功労者表彰式） 
11：30～12：00 （平成22年度臨時総会） 
12：00～13：00 昼食 
13：00～16：00 公開講座 
開会挨拶 

中沢 明紀（神奈川県保健福祉局保健医療部長） 
     ブレンダ K. エドワーズ（IACR理事長） 

座長：ブレンダ K. エドワーズ、大島 明  
1) 世界におけるがんのモニタリングとがん対策計画 

  デビッド・フォアマン（IARC、仏国） 
2) 韓国におけるがんのモニタリングとがん対策計画   

ソヒー・パク（国立がんセンター、韓国） 
3) 台湾におけるがんのモニタリングとがん対策計画   

メイシュ・ライ（国立台湾大学、台湾） 
座長：ソヒー・パク、津熊 秀明     
4) 積極的なモニタリングから有効ながん対策へ－日本の実例より－     

祖父江 友孝（国立がん研究センター） 
5) 神奈川県のがん登録 

     岡本 直幸（神奈川県立がんセンター） 
閉会の挨拶   

岡本 直幸（会長・神奈川県立がんセンター） 
 
第19回学術集会事務局：プランニングオフィスアクセスブレイン内  担当者・佐竹 朋子 

〒113-0034 東京都文京区湯島3-31-5 YUSHIMAビル3階 
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（2） がん登録に関する情報の提供事業  

  祖父江友孝前理事、田中英夫理事をニューズレター編集委員として、本協議会ニューズレ

ター第 27 号を平成 22 年 7 月に、また、第 28 号を平成 23 年 2 月に刊行し、全会員に配布し

た。更に、がん登録事業の意義の広報のため、厚生労働省関連課、関係団体、関連分野の

研究者（以後、関連研究者等という）に贈呈した。 

 本協議会の活動紹介、会員への情報提供を目的としたウェブサイトの管理、運営を行った。

会員である地域がん登録室の紹介、学術集会開催案内、英文パンフのデータ掲載、平成 22

年度の刊行物の紹介等の更新に加え、がん登録が役立った実例を新たに 11 例をウェブサイト

に掲載した。  

 

平成 22 年 10 月、神奈川県横浜市で開かれた第 19 回学術集会の記録集を「がん登録と

社会との調和」と題し、JACR MONOGRAPH No.16 として岡本直幸編集委員長他編集委

員がまとめ、平成 22 年 12 月に本協議会で印刷し、全会員に配布、関連研究者等に贈呈し

た。 

平成 22 年 10 月 27-29 日に、東京都にて開催された、第 69 回日本公衆衛生学会総会に

【平成 22 年度 更新内容一覧】 

2010/4/1 
平成 21 年度地域がん登録の現況および登録情報の利用と 
その成果についての調査 調査票 掲載 
平成 22 年度登録会員の異動調査 調査票 掲載 

2010/7/31 Newsletter No.27 掲載 
2010/8/16 全国の地域がん登録情報 更新 
2010/8/17 第 19 回学術集会プログラム 掲載 
2010/9/21 がん登録が役立った例を 追加掲載 
2010/10/6 第 19 回地域がん登録全国協議会学術集会 開催案内 掲載 
2010/10/8 長野県入会に伴う登録室ページ 掲載 
2010/10/8 がん登録が役立った例を 追加掲載 
2010/11/9 第 20 回学術集会開催案内 掲載 
2010/11/29 第 19 回学術集会抄録集 掲載 
2010/11/29 Cancer Registry in Japan Second edition  掲載 
2011/1/12 Cancer Registry in Japan Second edition PDF 版 掲載 
2011/1/12 Monograph No.16 掲載 

2011/1/12 平成 22 年 1 月～12 月地域がん登録の現況および登録情報の利用と 
その成果についての調査 調査票 掲載 

2011/2/7 Newsletter No.28 掲載 
2011/2/24 定款改訂版、会費規程 掲載 
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おいて、紹介ブースを出展した。一般向けパンフレットの配布、ニューズレター、モノグラフ、学

術集会抄録集等の協議会刊行物の特別配布および協議会の活動、がん登録が役立った例

等を紹介したポスター掲出を通じてがん登録についての啓発、本協議会の活動についての情

報提供を行った。  

（3） がん登録に関する調査及び研究事業 

平成 21 年度に発刊された各道府県市がん登録事業報告書を平成 22 年 4 月に収集し、「道

府県市がん登録事業報告書一覧」を作成した。 

正会員を対象に、平成 21 年度における地域がん登録事業の実施状況、並びに登録資料

の利用と成果についての調査を平成 22 年 5 月に実施し、その結果を「平成 21 年度道府県市

がん登録調査の報告」としてまとめた。 

厚生労働科学研究第 3 次対がん総合戦略研究「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する

研究」班（研究代表者 祖父江友孝）と業務委託契約を平成 22 年 8 月に締結し、「全国がん罹

患モニタリング集計（MCIJ）」を委託業務とし実施した。 

 

  

【全国がん罹患モニタリング集計（2006年罹患数･率）委託業務実施概要】 
実施期間：平成22年8月1日～平成23年3月31日 
委託業務作業範囲： 

データに関するアンケート 

データ収集～全国集計 

がん罹患数・率の推定 

詳細集計用データセットの作成 

集計対象等： 
アンケート・データ収集対象地域がん登録実施33道府県（北海道、青森県、

岩手県、宮城県、秋田県、山形県、茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、神奈

川県、新潟県、富山県、石川県、山梨県、岐阜県、愛知県、滋賀県、京都府、

鳥取県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、岡山県、佐賀

県、長崎県、熊本県、鹿児島県、沖縄県）※依頼は、35道府県（大阪府、兵

庫県はシステム移行等の理由により不参加） 
収集データ総数：  2,868,014件 
アンケート項目数：  35投問、281項目 
収集データ項目数： 14項目（第3期モニタリング項目） 
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平成 22 年 1 月から 12 月に発刊された各道府県市がん登録事業報告書を平成 23 年 2

月に収集、同じく、平成 22 年 1 月から 12 月の地域がん登録事業の実施状況、並びに登録

資料の利用と成果についての調査を実施した。「事業報告書一覧」および「平成 22 年にお

ける道府県市がん登録調査」ついては、平成 23 年度に調査報告書としてまとめる予定であ

る。 

（4） 国際がん登録協議会（IACR）への参加協力事業 

第 32 回国際がん登録協議会学術総会（IACR2010）が日本（神奈川県横浜市）で開催さ

れることから、共催金を出資し、共催団体として協力した。 

 

（5） 人材育成事業 

地域がん登録事業の充実・発展のために永年にわたり尽力された功績を称え、花井彩氏

および大島明氏に名誉会員称号を感謝状とともに授与した。実務担当功労者の表彰を、第

19 回学術集会に併せて行い、推薦された 13 名全員に理事長より表彰状と記念品が授与さ

れた。 

【第32回国際がん登録協議会（IACR2010）開催概要】 
日 時：平成22年10月11日（月）～14日（木） 
会 場：横浜赤レンガ倉庫1号館（神奈川県・横浜市） 
主 題：『がん登録と社会の調和~Society and Cancer Registration : towards 
Harmonization~』 
参加者数：250名 
実施内容： 
がんの記述疫学の最新の研究成果、がん登録の技術進歩、地域がん登録より得られた

データをもとにしたがん対策の立案やがん検診の評価などを討議する場を毎年世界の

研究者やがん対策担当者に提供している。本学会では「がん登録の社会と調和」をメイ

ンテーマとして、がん登録データを利用したがん罹患・死亡に関する記述疫学、がんの

分析疫学研究、がん対策・がん検診の評価等がん登録の技術的側面から行政的な側

面まで幅広い研究成果発表が行われた。 
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【平成 22 年度 実務担当功労者 表彰者一覧】 

府県名 表彰者 表彰者所属 勤続年数 

宮城県 佐藤
サトウ

 美登里
ミ ド リ

  
（財）宮城県対がん協会  

がん登録室 
6 年 10 ヶ月 

宮城県 長嶋
ナガシマ

 理
リ

栄
エ

  
（財）宮城県対がん協会  

がん登録室 
11 年 3 ヶ月 

茨城県 植田
ウエダ

 要子
ヨウコ

  茨城県保健福祉部保健予防課 8 年 3 ヶ月 

群馬県 松永
マツナガ

 弘子
ヒロコ

  
財団法人群馬県健康づくり財団  

総務部 がん登録室 
7 年 3 ヶ月 

千葉県 清水
シミズ

 多美子
タ ミ コ

 （財）ちば県民保健予防財団 33 年 3 ヶ月 

大阪府 三田
ミ タ

 圭
カ

良子
ヨ コ

 

大阪府立成人病センター 

がん予防情報センター 

企画調査課 登録グループ 

9 年 2 ヶ月 

大阪府 松田
マツダ

 里美
サトミ

 

大阪府立成人病センター 

がん予防情報センター 

企画調査課 登録グループ 

8 年 0 ヶ月 

広島県 早川
ハヤカワ

 直
ナオ

博
ヒロ

 
（財）放射線影響研究所 

疫学部腫瘍組織登録室 
10 年 0 ヶ月 

広島県 畦内
アゼウチ

 美登里
ミ ド リ

 
（財）放射線影響研究所 

疫学部腫瘍組織登録室 
延べ 8 年 10 ヶ月 

広島市 谷田
タニダ

 安芸
ア キ

 
（財）放射線影響研究所 

疫学部腫瘍組織登録室 
延べ 14 年 10 ヶ月 

広島市 西尾
ニシオ

 正二
ショウジ

 
（財）放射線影響研究所 

疫学部腫瘍組織登録室 
延べ 18 年 1 ヶ月 

長崎県 荒木
アラキ

 真美子
マ ミ コ

 
（財）放射線影響研究所 

長崎疫学部 腫瘍組織登録室 
12 年 3 ヶ月 

長崎県 国分
コクブ

 麻子
アサコ

 
（財）放射線影響研究所 

長崎疫学部 腫瘍組織登録室 
8 年 3 ヶ月 
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（6） 登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業 

 平成 24 年度以降実施開始予定とし、本年度は取り組みなし。 

（7） 手引、冊子、実務者マニュアル等の発刊事業 

 第 32 回国際がん登録協議会学術総会（IACR2010）が日本（神奈川県横浜市）で開催される

ことをうけ、海外の地域がん登録関係者に日本の地域がん登録の歴史と現状、方法について

紹介するための英文パンフレット「Cancer Registry in Japan-second edition-」（B5 判中綴、カラ

ー、24 ページ）を改訂、発行し、IACR2010 参加者へ提供した。 

 ISBN:978-4-925059-53-4（非売品） 

 
2. その他の事業 

（1） コンサルティション事業 

（2） 講演会、研修会の開催 

（3） 刊行物の販売 

（4） ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業 

 以上、平成 24 年度以降実施予定とし、本年度は取り組みなし。 

 

3. その他の経常支出に係る活動 

（1） 総会の開催 

NPO 法人化に伴い、前年度の事業報告を毎年 6 月末までに東京都に対して提出する必

要があることから、総会開催時期を今までの 9 月から 6 月とした。また、平成 22 年度は、10

月の学術集会会期に併せた平成 22 年度臨時総会が招集された。 
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[別添 1]平成 22 年度総会議事録 

[別添 2]平成 22 年度臨時総会議事録 

 

（2） 理事会の開催 

NPO 法人化に伴う総会開催時期の変更、臨時総会の招集などにより、今年度の理事会開

催数が前年までに比べ増加した。また、同じく NPO 法人化に伴って、年を通し理事会にて、協

議会事業計画、長期的展望等、根本的な組織体制整備について議論されることとなった。 

 [別添 3]平成 22 年度第 1 回理事会議事要旨 

[別添 4]平成 22 年度第 2 回理事会議事要旨 

[別添 5]平成 22 年度第 3 回議事録 

[別添 6]平成 22 年度第 4 回議事録 

[別添 7]平成 22 年度第 5 回議事録 

（3） 事務局運営 

平成 22 年 4 月に、正会員の登録会員異動調査を実施し、調査結果をもとに平成 22 年度会

員名簿として冊子にまとめ、6 月に全ての会員へ配布した。 

NPO 法人化に伴い、業務量が増大したことから、事務局の運営、委託業務の実施などを目

的に 4 月から専属職員 2 名を配置した。4 月から 10 月までは、厚生労働科学研究第 3 次対

がん総合戦略研究「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する研究」班（研究代表者 祖父江

【平成 22 年度 総会開催状況】 

総会 平成 22 年 6 月 4 日 横浜市開港記念会館 6 号室 

臨時総会 平成 22 年 10 月 15 日 横浜赤レンガ倉庫 1 号館（神奈川県・横浜市） 

【平成 22 年度 理事会開催状況】 

第 1 回 平成 22 年 5 月 7 日 国立がん研究センター管理棟第 2 会議室 

第 2 回 平成 22 年 6 月 4 日 横浜市開港記念会館 6 号室 

第 3 回 平成 22 年 7 月 29 日 国立がん研究センター内国際研究交流会館 

第 4 回 平成 22 年 9 月 2 日 電話会議 

第 5 回 平成 23 年 2 月 17 日 国立がん研究センター管理棟第 3 会議室 
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友孝）が雇用者となり、11 月より協議会にて正式に雇用及び賃金の支払いを開始した。雇

用にあたっては、就業規則の策定、社会保険等の完備、給与体系を設定など、継続的且つ

安定した雇用ができるよう体制を整備した。 
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 書式第７号 事業計画書（法第１０条関係）  

 
 

平成 22 年 度  事 業 報 告 書 
 

 平成22年 4月 1日から   平成23年 3月 31日まで 

特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会  

 １ 事業の成果 
 平成22年度は、特別事業として第32回国際がん登録協議会学術総会を共催し、がん登録に関する公開講演会
の開催、ニューズレター（No.27および28）・Monograph（No.16）の刊行、ウェブサイト・紹介ブースによる情
報提供、がん登録に関する調査の実施、研究班からの委託事業「全国がん罹患モニタリング集計（MCIJ）」の
実施、人材育成事業としての実務功労者表彰、刊行物（英文パンフ「Cancer Registry in Japan」の改訂作業
等を主として事業を展開した。 
 
 ２ 事業の実施に関する事項 
 
  （１）特定非営利活動に係る事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

の人数 

受益対象者 

の範囲及び 

人   数

支出額

（千円）

がん登録に関する学

術集会、セミナー、

公開講演会等の開催

事業 

学術集会会長が公開講演会を主

催し、関係者が事業の進捗や研

究成果を報告し、不特定多数の

一般市民が知見を深める場を提

供した。 

10月15日 
横浜赤ﾚﾝｶﾞ

倉庫1号館等
15人 

関連 団 体・ 個

人、 政 府関 係

者、ﾏｽ ｺ ﾐ関係

者、一般市民 

150人 

250

会誌、図書、ウェブ

サイト等によるがん

登録に関する情報の

提供事業 

ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰNo.27、28及びMonogra

ph No.16を刊行し、郵送、ｳｪﾌﾞ

ｻｲﾄ掲載、日本公衆衛生学会総

会での紹介ﾌﾞｰｽ出展により、が

ん登録に係る情報を提供した。

ﾆｭｰｽﾞﾚﾀｰ発行

は7月と2月、

Monograph No.

16の刊行は12

月に実施。 

ｳｪﾌﾞ更新は随

時、紹介ﾌﾞｰｽ

は10月27-29日

法人事務所

及び郵送 

 

紹介ﾌﾞｰｽは

東京都千代

田区 

3人 

 

紹介ﾌﾞｰｽ

 7人 

会員及び関連団

体・個人 300

人（郵送） 

不特定多数の一

般市民（WEB） 

全国の公衆衛生

従事者 4000人

806

がん統計、がん登録

に関する調査及び研

究事業 

4月と2月に事業実施状況、業

績、刊行物を調査し、6月に4月

の調査内容を報告として刊行・

公表した。厚労科研研究班より

委託を受け「全国がん罹患モニ

タリング集計（MCIJ）」を委託

業務として実施した。 

業績等調査は4

月と2月、全国

がん罹患モニ

タリング集計

は7-3月 

法人事務所

（郵送） 
 3人 

会員及び関連団

体・個人 300

人（郵送） 

不特定多数の一

般市民（WEB） 

229

国際がん登録協議会

（IACR）への 

参加協力事業 

IACRの会員として、国際活動に

参加、協力した。本年度は第32

回国際がん登録協議会学術総会

を共催した。 

国際活動は通

年、学術総会

共催は 

10月12-14日 

横浜赤ﾚﾝｶﾞ

倉庫1号館等
 15人 

関連団体・個人

 400人 

不特定多数の一

般市民 

265

がん登録に関する 

人材育成事業 

4月に講演会を開催し実務者育

成に努めた。6月、長年の功績

を称え会員2名に名誉会員称号

を授与。10月、実務担当功労者

に対してその功績を称え表彰し

た。 

4月6日 

6月29日 

10月15日 

横浜赤ﾚﾝｶﾞ

倉庫1号館等
 15人 

地域がん登録実

務者 100人 
96

がん登録室の機密保

持基準の策定・公

表・認定事業 

がん登録室の機密保持基準につ

き、地域の状況を考慮しつつ、

外部専門家の支援を得、研究班

が定めた基準を再検討し、それ

に基づいた認定をする予定。 

平成24年度以

降より 

実施予定 

 -  -  - 0



がん登録の手引、が

ん罹患・死亡データ

に関する冊子、実務

者マニュアル等の発

刊事業 

地域がん登録に関する英文パン

フ「Cancer Registry in Japa

n」を10月に改定・発行した。 

日本語による地域がん登録に関

する冊子、教材、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等に

ついては、実務者、研究者、不

特定多数の一般市民の意見を取

り入れて次年度以降に作成する

こととした。 

6月-3月 

 
法人事務所  10人 

会員及び関連団

体・個人 300

人 

不特定多数の一

般市民 

454

 
 
  （２）その他の事業 

 

事業名 事 業 内 容 実 施 

日 時 

実 施 

場 所 

従事者 

の人数 

支出額

（千円）

コンサルティション

事業 

地域がん登録事業の実施について、実施団体の

状況に照らし、事業の円滑な推進ができるよう

に、適切な助言・指導を行う予定。 

平成24年度

以降より 

実施予定 

 -  - 0

講演会、研修会の 

開催 

地域がん登録実務者の育成や地域がん登録事業

の広報を目的とした講演会や研修会を、国内外

の講師を招聘し、有償で実施する予定。 

平成24年度

以降より 

実施予定 

 -  - 0

刊行物の販売 

地域がん登録に関する冊子、教材、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等

を、ｳｪﾌﾞｻｲﾄを通じて、また研究会の際に販売す

ることを予定。 

平成24年度

以降より 

実施予定 

 -  - 0

ウェブサイトや機関

紙への広告掲載事業 

関連分野の企業や団体に呼び掛け、地域がん登

録全国協議会の有するｲﾝﾀｰﾈｯﾄｳｪﾌﾞｻｲﾄや、刊行

物に、有償で広告を掲載する予定。 

平成24年度

以降より 

実施予定 

 -  -  0

 





 
 
 
 
 
 
 

III． 平成 22 年度会計収支決算書 





（単位：円）

Ⅰ　経常収入の部

１　会費・入会金収入

正会員会費収入 1,400,000

賛助会員会費収入 1,300,000

2,700,000

２　事業収入

(1)学術集会、講演会の開催事業収入 0

(2)がん登録に関する情報の提供事業収入 0

(3)がん登録に関する調査及び研究事業収入 6,000,000

(4)国際がん登録協議会への参加協力事業収入 0

(5)人材育成事業収入 0

(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業 0

(7)手引、冊子、マニュアル等の発刊事業収入 0 6,000,000

３　補助金等収入

地方公共団体補助金収入 0

民間助成金収入 0 0

４　寄付金収入 0 0

５　その他収入

利息収入 2,285

2,285

６　その他の事業会計からの繰入金 0 0

8,702,285

　　経常収入合計 8,702,285

Ⅱ　経常支出の部

１　事業費

(1)学術集会、講演会等の開催事業費 250,810

(2)がん登録に関する情報の提供事業費 806,469

(3)がん登録に関する調査及び研究事業支出 2,295,623

(4)国際がん登録協議会への参加協力事業支出 265,081

(5)人材育成事業支出 96,243

(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業 0

(7)手引、冊子、マニュアル等の発刊事業支出 454,896 4,169,122

２　管理費

人件費 322,154

水道光熱費 0

通信費 169,632

会議費 93,334

旅費交通費 23,800

賃貸料 327,940

備品費 0

消耗品費 69,758

印刷製本費 158,401

雑役務費 0

雑費 4,595

租税公課 2,500 1,172,114

３　予備費 0

　　当期支出合計 5,341,236

　　当期収支差額 3,361,049

前期繰越収支差額 6,234,531

次期繰越収支差額 9,595,580

　　当期収入合計

平成22年度　特定非営利活動に係る事業　会計収支決算書

自 平成22年 4月 1日  至 平成23年 3月31日

特定非営利活動法人　地域がん登録全国協議会

科 目 金 額

（経常収支の部）
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平成22年度
補正予算

平成22年度
収入・執行額

平成22年度
補正予算に対する

差額

Ⅰ　経常収入の部

１　会費収入

会費収入 2,740,000 2,550,000 ▲ 190,000

未納会費（平成21年度会費） 150,000 150,000

２　事業収入

0 0 0

0 0 0

6,000,000 6,000,000 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

３　補助金等収入 0

地方公共団体補助金収入 0 0 0

民間助成金収入 0 0 0

４　寄付金収入 0 0 0

５　その他収入

利息収入 10,000 2,285 ▲ 7,715

0

６　その他の事業会計からの繰入 0 0

当期収入合計（予実差額計） 8,900,000 8,702,285 ▲ 197,715

Ⅱ　経常支出の部

１　事業費

250,000 250,810 ▲ 810

900,000 806,469 93,531

4,600,000 2,295,623 2,304,377

290,000 265,081 24,919

100,000 96,243 3,757

0 0 0

800,000 454,896 345,104

0

２　管理費 0

人件費 1,000,000 322,154 677,846

水道光熱費 0 0 0

通信費 30,000 169,632 ▲ 139,632

会議費 40,000 93,334 ▲ 53,334

旅費交通費 140,000 23,800 116,200

賃貸料 360,000 327,940 32,060

備品費 0 0 0

消耗品費 30,000 69,758 ▲ 39,758

印刷製本費 70,000 158,401 ▲ 88,401

雑役務費 150,000 0 150,000

雑費 20,000 4,595 15,405

租税公課 70,000 2,500 67,500

３　予備費 50,000 0 50,000

　　当期支出合計（予実差額計） 8,900,000 5,341,236 3,558,764

① 当期収支差額

② 前期繰越収支差額

③ 次期繰越収支差額（①+②）

3,361,049

6,234,531

9,595,580

(1)学術集会、講演会等の開催事業収入

平成　22　年度　　　　特定非営利活動に係る事業　　会計収支決算書　予実対比

科 目

（経常収支の部）

(5)人材育成事業収入

(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業収入

(7)手引、冊子、マニュアル等の発刊事業収入

(2)がん登録に関する情報の提供事業収入

(3)がん登録に関する調査及び研究事業収入

(4)国際がん登録協議会への参加協力事業収入

(6)登録室機密保持基準の策定・公表・認定事業費

(7)手引、冊子、マニュアル等の発刊事業費

(3)がん登録に関する調査及び研究事業費

(4)国際がん登録協議会への参加協力事業費

(5)人材育成事業費

(1)学術集会、講演会等の開催事業費

(2)がん登録に関する情報の提供事業費
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2,700 6,002 731 0 2,543 851 0 370 92 24 470 32 192 38 0

1　会費

会費 2,700

未納会費

2　事業

(1)学術集会開催

(2)情報の提供

(3)調査及び研究 6,000

(4)IACR参加協力

(5)人材育成

(6)機密保持

(7)手引冊子発刊

3　補助金

自治体補助金

民間助成金

4　寄付金

5　その他

利息 2

6　繰入

1　事業費

(1)学術集会開催 250 0 0

(2)情報の提供 339 124 186 142 7 8

(3)調査及び研究 2,222 8 32 30 4

(4)IACR参加協力 250 1 14

(5)人材育成 10 4 82 1

(6)機密保持

(7)手引冊子発刊 224 226 3 1

2　管理費

人件費 321 1

水道光熱費

通信費 170

会議費 92 1 0

旅費交通費 24

賃貸料 328

備品費

消耗品費 70

印刷製本費 158

雑役務費

雑費 5

租税公課 3

3　予備費

8,702 5,341

平成　22　年度　　　　特定非営利活動に係る事業　　会計収支決算書　費目別

（単位：千円）

収入 支出

会費
収入

その他収入
印刷
製本
費

諸謝
金

賃金
雑役
務費

水道
光熱
費

通信
費

会議
費

会費
収入

旅費
交通
費

賃貸
料

備品
費

消耗
品費

雑費
予備
費

旅費
交通
費

賃貸
料

備品
費

消耗
品費

その他収入
印刷
製本
費

諸謝
金

賃金
雑役
務費

水道
光熱
費

収入合計 支出合計

雑費
予備
費

通信
費

会議
費
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Ⅰ．収入と支出とのバランス

・平成22年度の経営収入額は、 8,702,285円、経営支出額が、5,341,236円となり、3,361,049円の黒字となった。

・平成22年度繰越収支差額は、 9,595,580円となった。

・赤字の費目は、収入の正会員会費、賛助会員会費、その他収入（利息）、

　支出の学術集会等開催事業費、管理費の通信費、会議費、消耗品費、印刷製本費であった。

Ⅱ．各費目の説明

費　目 説　明

正会員会費1,400,000円（34団体+新規入会1団体合計35口x4万円）、賛助会員会費1,150,000円（23口x5
万円）、H21年度未納会費分150,000円（2団体3口x5万円）、よって会費収入の合計は、2,700,000円となっ
た。
補正予算に対して、長野県が入会、正会員2口が未納、サイニクスが1口から3口に増口、賛助会員3団体（3
口）が未納、さらに平成21年度末で退会した賛助会員2団体2口分が補正予算に組み込まれていたため、差

し引きで▲190,000円の赤字となった。

ノバルティスファーマより平成23年度会費100,000円（2口ｘ5万円）を平成22年度中に受領したが、平成22年
度収支には計上せず、前受会費として預り金として処理することとした。
当該年度会費の未納会費について、回収ができなかった場合に会計処理が煩雑になるため、平成22年度よ
り、未収入金として計上しないこととした。

正会員会費詳細：①長野県が加入し1口追加。合計37団体（ｘ4万円）②兵庫県、沖縄県が未納。

賛助団体会費詳細：①平成21年度末にて退会したワイス株式会社、大日本住友製薬株式会社（2団体

ｘ2口）分、さらに、ノバルティスファーマ（2口）、シェリングプラウ（1口）の平成21年度未納分

3口含めて、合計22団体（29口）で平成22年度補正予算を作成した。②サイニクスが1口から3口に増

口して平成22年度会費を納入した。③平成22年度補正予算に対して、大塚製薬（1口）、中外製薬

（1口）、第一三共（1口）が未納である。

事　業
収　入

厚生労働科学研究第3次対がん総合戦略研究「がん罹患・死亡動向の実態把握に関する研究」班（研究代表

者　祖父江友孝）からの「全国がん罹患モニタリング集計（MCIJ）」を受託し、業務委託費として6,000,000円
を2月に受領した。

事業費

(1)学術集会、講演会等
の開催事業費

学術集会経費送金額のみで補正予算を作成したが、振込手数料（420円）、協賛企業への請求書送付

費用（390円）が発生したため、補正予算に対して、810円の赤字となった。

(2)がん登録に関する情
報の提供事業費

ホームページの充実、メンテナンスおよび更新を強化したため、デザイナーへの雑役務費が予算を大
幅に上回り、また、それに伴う振込手数料については補正予算に組み入れていなかったため、予算外
の出費となった。が、印刷費の見直しや賃金および旅費交通費が発生しなかったことなどから情報提
供事業費全体としては、93,531円の黒字となった。

(3)がん登録に関する調
査及び研究事業支出

雇用体制整備の遅延や業務委託の契約締結が遅れたことなどから、当初7月から開始予定であった協

議会職員の雇用が11月開始となり、その間研究班非常勤職員の支援を受けて委託業務を遂行した。こ

うした背景から、賃金支出が大幅に下回り、予算執行率は49%、2,304,377円の黒字となった。

(4)国際がん登録協議会
への参加協力事業支出

消耗品費の未執行、IACRへの会費送金にかかる為替等の関係から雑費が予算よりも下回ったため、

24,919円の黒字となった。

(5)人材育成事業支出

予算計上していなかった、担当者集会の資料印刷費支出が発生した。また、表彰制度記念品について
は、当初8名分の予算しか確保していなかったが、表彰者が13名になったため記念品代（消耗品費）
が予算を上回っての執行となった。業者選択の工夫や、通信費などがメールの活用などで抑えられた
ため、人材育成事業費全体としては、3,757円の黒字となった。

(6)登録室機密保持基準
の策定・公表・認定事
業支出

事業来年度以降に見送りのため執行なし。

(7)手引、冊子、マニュ
アル等の発刊事業支出

当初作成を予定していた地域がん登録に関する和文パンフレットを、対象者や内容の吟味をすること
を理由に、平成22年度中に作成しないこととし、英文パンフの改訂版のみ刊行した。デザイン・校正
料（雑役務費）が予算を上回っての支出（予算対比161%）となったが、全体の予算執行率は57%に

とどまり、345,104円の黒字となった。

平成22年度　会計収支決算書の説明

経　常
収　入

会　費
収　入

経　常
支　出
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平成22年度　会計収支決算書の説明
管理費

人件費
雇用体制整備や業務委託の契約締結が遅れたことなどから、当初7月から開始予定であった雇用が11
月開始になったため、賃金支出（法定福利費）が大幅に予算を下回った。給与振込手数料を考慮せず
に補正予算作成していたが、差し引きで予算執行率は32.2%となり、677,846円の黒字となった。

通信費

事務局からの例年通りの事務連絡通信に加え、総会資料および臨時総会資料の全会員への送付
（59,980円、61,540円）、入会勧誘書類等の送付（7,940円）、議事録署名人への回覧、雇用に伴う

書簡発送、弔電の送付等が発生した為、▲139,632円の赤字となった。

会議費
電話会議費用を予算作成時に下方見積りしていたことや、理事会開催時刻の制限などから弁当代を2
回支出したこと、議決における意思表示カードの作成で消耗品費が発生したことなどから、▲53,334
円の赤字となった。

旅費交通費
6月総会開催の際の事務局スタッフの交通費、10月の学術集会開催の際の事務局スタッフの交通費の
ほか、登記手続きや定款の変更などで東京都庁および法務局への往復交通費などが主な支出内訳とな
る。理事会は研究班との同時期開催としたため旅費支出が発生せず、116,200円の黒字となった。

賃貸料
事務代行業者委託料として3万円ｘ12か月で補正予算を作成した。月間の書簡転送費などから毎月の委託料

が確定するため、平成22年度12か月の平均月額は27,328円となり、予算に対して32,060円の黒字となった。

消耗品費

雇用体制の整備や法人会計の強化を目的として、会計ソフトでの経理処理を導入した為、会計ソフト（ソリマチ
NPO会計王、給料王）を購入した。その他、事務局スタッフの名刺作成、給与明細書購入、捺印マット、金庫

などを購入したため、▲39,758円の赤字となった。

印刷製本費
例年、理事会資料印刷費を計上していなかったため、平成22年度から正しく経費計上することとした。また、臨
時総会の開催により資料印刷費が増加したことをうけて、▲88,401円の赤字となった。

雑役務費
雇用開始や法人体制の整備に際し、社労士、税理会計士、行政書士などへの委託費として補正予算を計上
したが、委託業務内容と見積金額の折り合いがつかず、一切の委託をすることなく事務局内で作業を行った。
そのため、予算未執行となった。

雑費
印刷業者、その他取引業者への振込手数料として、4,595円の支出となった。補正予算20,000円に対して、

15,405円の黒字となった。

租税公課
印鑑証明および登記簿謄本の印紙税として、2,500円の支出であった。その他の事業の実施及び収入がない

ことで、法人税は免税となるため、その他の支出はなかった。よって、47,500円の黒字となった。

経　常
支　出
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IV． 平成 22 年度監査報告 
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V． 業務運営上の体制 





Ⅴ．業務運営上の体制 
 

1. 事務局の整備 

11 月より NPO 法人専用会計ソフトおよび給与計算ソフトを導入し、より計画的および適

切な法人会計業務、経理・人事事務を執行すべく整備を行った。  

 

2. 情報の保護 

協議会が、会員異動調査等において収集した会員の個人情報や会員の業績は、予め通

知した目的内でのみ、もしくは協議会運営の資料としてのみ利用し、それ以外の目的・活動

に利用したり、第 3 者に提供したりしない。収集した情報を協議会活動と密接に関連する事

項に利用する場合は、前もって会員の承諾を得た上で実施する。また、取得した情報は適

切に扱い、安全性・信頼性を確保する。 

 

3. その他 

（1） 定款の変更 

平成 22 年度臨時総会の承認を受け、会費規定の明確化、役員任期満了日の明確化、

理事会機能の向上等を目的に定款の改定および会費規定の策定を行い、11 月 16 日付書

面にて定款変更認証申請書を東京都知事へ提出し、平成 23 年 2 月 10 日、正式に認証さ

れた。 
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VI． 参考資料 
 





特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会 定款 

 

第１章 総 則 

（名 称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会と称し、英文名では 

The Japanese Association of Cancer Registries、略称をJACRと称する。 

 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を東京都中央区に置く。 

 

（目 的） 

第３条 この法人は、広く国民に対して、がん登録によるがん罹患、死亡、生存率等の

情報を提供するとともに、公開セミナーや学術セミナー、調査及び研究、がん

登録に関与する人材の育成等を行い、地方公共団体の実施する地域がん登録事

業の充実・発展を支援する事業を通して、国民の保健、医療、療養の増進と、

わが国のがん対策の推進に寄与することを目的とする。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。 

(1) 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

(2) 情報化社会の発展を図る活動 

(3) 国際協力の活動 

(4) 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は

援助の活動 

 

（事業の種類） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業として、

次の事業を行う。 

(1) がん登録に関する学術集会、セミナー、公開講演会等の開催事業 

(2) 会誌、図書、ウェブサイト等によるがん登録に関する情報の提供事業 

(3) がん統計、がん登録に関する調査及び研究事業 

(4) 国際がん登録協議会（IACR）への参加協力事業 

(5) がん登録に関する人材育成事業 

(6) がん登録室の機密保持基準の策定及び公表・認定事業 
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(7) がん登録の手引、がん罹患・死亡データに関する冊子、実務者マニュア

ル等の発刊事業 

(8) その他、この法人の目的を達成するために必要な事業 

２ この法人は、次のその他の事業を行う。 
(1) コンサルティション事業 

(2) 講演会、研修会の開催事業 

(3) 刊行物の販売事業 

(4) ウェブサイトや機関紙への広告掲載事業 

３ 前項に掲げる事業は、第１項に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、そ

の収益は、第１項に掲げる事業に充てるものとする。 
 

第２章 会 員 

（種 別） 

第６条 この法人の会員は、次の３種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以

下「法」という。）上の社員とする。 

(1) 正会員 この法人の目的に賛同して入会した団体 

(2) 賛助会員 この法人の目的に賛同し、賛助するために入会した個人及び

団体 

(3) 名誉会員 この法人の発展に功労があり理事会が推薦し、総会の承認を

得た個人 

 

（登録会員及び代表会員） 

第７条 前条に定める正会員は、団体の中から登録会員として５名以内を登録するもの

とする。 
２ 前項により登録された者のうち１名を代表会員と称する。 
３ 代表会員はその団体を代表し、正会員としての権利を行使する。  
４ 総会への参加及び表決権を行使する場合には、代表会員が自ら行う。ただし、

代表会員自らが行うことができない場合には、代表会員の指定するその団体に

属する者に代理出席又は代行をさせることができる。  
５ 前項により代理出席又は代行をさせる場合は、代表会員は代行させるものを申

し出、理事会の承認を得なければならない。また、総会の表決権の行使につい

ては委任状を必要とする。 
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（入 会） 

第８条 名誉会員以外の会員の入会について、特に条件は定めない。ただし正会員につ

いては、地域がん登録事業、特にがん患者登録を担当している組織、団体、施

設(地域がん登録室に相当するもの)、又は、その準備組織、団体、施設、並び

に地域がん登録事業の振興を主要目的とする組織、団体、施設等を対象とする。 

２ 名誉会員以外の会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会

申込書により、理事長に申し込むものとする。 

３ 理事長は、前項の申込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認め、

後日、総会へ報告しなければならない。 

４ 理事長は、第２項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書

面をもって本人にその旨を通知しなければならない。 

 

（会 費） 

第９条 年会費については、別に会費規定を定める。 

 

（会員の資格の喪失） 

第１０条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、その資格を喪失する。 

(1) 退会届の提出をしたとき。 

(2) 本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅し

たとき。 

(3) 継続して２年以上会費を滞納したとき。 

(4) 除名されたとき。 

 

（退 会） 

第１１条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ

とができる。 

 

（除 名） 

第１２条 会員が次の各号の一に該当するに至ったときは、総会の議決により、これを

除名することができる。 

(1) この定款に違反したとき。 

(2) この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

２ 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明

の機会を与えなければならない。 

 

（拠出金品の不返還） 
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第１３条 既に納入した会費その他の拠出金品は、返還しない。 

 

第３章 役 員 

（種別及び定数） 

第１４条 この法人に、次の役員を置く。 

(1) 理事３人以上１５人以内 

(2) 監事 １人以上３人以内 

２ 理事のうち１人を理事長、副理事長を３人以内、置くことができる。 

  

（選任等） 

第１５条 理事及び監事は、総会において正会員の中から選任する。 

２ 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。 

３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内の

親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内の

親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

４ 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな

い。 

５ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることができない。 

 

（職 務） 

第１６条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

２ 副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと

きは、理事長があらかじめ指名した順序によって、その職務を代行する。 

３ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、

この法人の業務を執行する。 

４ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

(1) 理事の業務執行の状況を監査すること。 

(2) この法人の財産の状況を監査すること。 

(3) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の

行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した

場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。 

(4) 前号の報告をするため必要がある場合には、総会を招集すること。 

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見

を述べること。 

（任期等） 
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第１７条 役員の任期は選任された総会の年の７月１日から２年後の６月３０日まで

とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現

任者の任期の残存期間とする。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務

を行わなければならない。 

 

（欠員補充） 

第１８条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞

なくこれを補充しなければならない。 

 

（解 任） 

第１９条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す

ることができる。 

(1) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

２ 前項の規定により役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明

の機会を与えなければならない。 

 

（報酬等） 

第２０条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

（学術集会会長） 

第２１条 この法人に、学術集会会長(以下「会長」という)を置く。 

２ 会長は、理事会において選出し、総会において承認し、理事長が委嘱する。 

３ 会長は、学術集会を主宰する。 

４ 会長の任期は、会長に選出された総会日以後、担当した学術集会の年度の終了

までとする。 

 

（顧問） 

第２２条 この法人に、顧問を置くことができる。顧問は理事会の承認を経て、理事長

がこれを任免する。 

２ 顧問は、理事長の諮問に応じて、法人の活動や運営につき助言をすることがで

きる。 
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（専門委員） 

第２３条 この法人に、役員のほかに専門委員を置くことができる。 
２ 専門委員は、理事会の承認を経て、理事長がこれを任免する。 
３ 専門委員は、理事長の要請に応じて、理事会に出席し、意見を述べることがで

きる。 
４ 専門委員は、理事長の依頼に応じて、その専門分野においての知見に基づき、

法人の活動を支援する。 
５ 専門委員の任期は任命された当該年度内とする。ただし、再任を妨げない。 
 

第４章 会 議 

（種 別） 

第２４条 この法人の会議は、総会及び理事会の２種とする。 

２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

 

（総会の構成） 

第２５条 総会は、正会員をもって構成する。 
 

（総会の権能） 

第２６条 総会は、以下の事項について議決する。 

(1) 定款の変更 

(2) 解散及び合併 

(3) 会員の除名 

(4) 役員の選任及び解任 

(5) 役員の職務及び報酬 

(6) 事業計画及び収支予算並びにその変更 

(7) 事業報告及び収支決算 

(8) 資産の管理の方法 

(9) 借入金(その事業年度内の収入をもって償還する短期借入金を除く。 

  第51条において同じ。) その他新たな義務の負担及び権利の放棄 

(10) 解散における残余財産の帰属先 

(11) その他運営に関する重要事項 

 

（総会の開催） 

第２７条 通常総会は、毎年１回開催する。 
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２ 臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 

(2) 正会員総数の５分の１以上から会議の目的である事項を記載した書面を

もって招集の請求があったとき。 

(3) 第16条第４項第４号の規定により、監事から招集があったとき。 

 

（総会の招集） 

第２８条 総会は、前条第２項第３号の場合を除いて、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、そ

の日から60日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書

面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも５日前までに通知しなければ

ならない。 

 

（総会の議長） 

第２９条 総会の議長は、理事長がこれにあたる。 

 

（総会の定足数） 

第３０条 総会は、正会員総数の２分の１以上の出席がなければ開会することはできな

い。 

 

（総会の議決） 

第３１条 総会における議決事項は、第２８条第３項の規定によってあらかじめ通知し

た事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数をも

って決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（総会での表決権等） 

第３２条 各正会員の表決権は平等なものとする。 

２ 第７条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により総会に出席できない正会

員は、あらかじめ通知された事項について、書面をもって表決し、又は理事長

を代理人として表決を委任することができる。 

３ 前項の代理人等は、代理権を証する書面を総会ごとに議長に提出しなければな 

 らない。 

４ 第２項の規定により表決した正会員は、前２条及び次条第１項及び54条の規定

の適用については出席したものとみなす。 
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５ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加

わることができない。 

 

（総会の議事録） 

第３３条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

(1) 日時及び場所 

(2) 正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっ

ては、その数を付記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人２名が、記名押印

又は署名しなければならない。 

 

（理事会の構成） 

第３４条 理事会は、理事をもって構成する。ただし、監事および当該年度ならびに次

年度の学術集会会長、事務局長は理事会に参加し、意見を述べることができる。

専門委員は、理事長の要請に応じて理事会に出席し、意見を述べることができ

る。 

 

（理事会の権能） 

第３５条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。 

(1) 総会に付議すべき事項 

(2) 総会の議決した事項の執行に関する事項 

(3) その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項 

 

（理事会の開催） 

第３６条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事総数の２分の１以上から理事会の目的である事項を記載した書面又

は電磁的方法により招集の請求があったとき。 

 

（理事会の招集） 

第３７条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長は、前条第２号の規定による請求があったときは、その日から１４日以
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内に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書

面又は電磁的方法により、少なくとも会日の５日前までに通知しなければなら

ない。 

 

（理事会の議長） 

第３８条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。 

 

 

（理事会の定足数） 

第３９条 理事会は、理事総数の２分の１以上の出席がなければ開会することはできな

い。 

 

（理事会の議決） 

第４０条 理事会における議決事項は、第36条第３項の規定によってあらかじめ通知し

た事項とする。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

 

（理事会の表決権等） 

第４１条 各理事の表決権は、平等なものとする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された

事項について書面をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第１項の適用については、理

事会に出席したものとみなす。 

４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加

わることができない。 

 

（理事会の議事録） 

第４２条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

(1) 日時及び場所 

(2) 理事総数、出席者数及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨を

付記すること。） 

(3) 審議事項 

(4) 議事の経過の概要及び議決の結果 
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(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人が記名押

印又は署名しなければならない。 

 

第５章 資 産 

（資産の構成） 

第４３条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

(1) 設立当初の財産目録に記載された資産 

(2) 会費 

(3) 寄付金品 

(4) 財産から生じる収入 

(5) 事業に伴う収入 

(6) その他の収入 

 

（資産の区分） 

第４４条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、その他の事業

に関する資産の２種とする。 

 

（資産の管理） 

第４５条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理事

長が別に定める。 

 

第６章 会 計 

（会計の原則） 

第４６条 この法人の会計は、法第２７条各号に掲げる原則に従って行わなければなら

ない。 

 

（会計の区分） 

第４７条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の２

種とする。 

 

（事業年度） 

第４８条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
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（事業計画及び予算） 

第４９条 この法人の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎事業年度ごとに理事長が

作成し、総会の議決を経なければならない。 

 

（暫定予算） 

第５０条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、

理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準じ収

入支出することができる。 

２ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

 

 

（予備費） 

第５１条 予算超過又は予算外の支出に充てるため、予算中に予備費を設けることがで

きる。 

２ 予備費を使用するときは、理事会の議決を経なければならない。 

 

（予算の追加及び更正） 

第５２条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定予

算の追加又は更正をすることができる。 

 

（事業報告及び決算） 

第５３条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書等の決算に関

する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受

け、総会の議決を経なければならない。 

２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

 

（臨機の措置） 

第５４条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を

し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。 

 

第７章 定款の変更、解散及び合併 

（定款の変更） 

第５５条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分の

３以上の多数による議決を経、かつ、法第２５条第３項に規定する軽微な事項

を除いて所轄庁の認証を得なければならない。 
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（解 散） 

第５６条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 

(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

(3) 正会員の欠亡 

(4) 合併 

(5) 破産手続開始の決定 

(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の４分の３以

上の議決を得なければならない。 

３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならな

い。 

 

（残余財産の帰属） 

第５７条 この法人が解散（合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。）したと

きに残存する財産は、法第１１条第３項に規定する法人の中から、総会におい

て議決したものに譲渡するものとする。 

 

（合 併） 

第５８条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以

上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

第８章 公告の方法 

（公告の方法） 

第５９条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して

行う。 

 

第９章 事務局 

（事務局の設置） 

第６０条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び必要な職員を若干名置くことができる。 

 

（職員の任免） 
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第６１条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。 

 

（組織及び運営） 

第６２条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が

別に定める。 

 

第10章 雑 則 

（細 則） 

第６３条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ

を定める。 
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附則 

１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

 

２ この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。 

理事長     岡本 直幸 

副理事長    津熊 秀明 

理 事     西野 善一  

 同      柴田 亜希子 

 同      藤田 学 

 同      田中 英夫 

 同      岸本 拓治  

 同      早田 みどり 

 同      祖父江 友孝 

監 事     三上 春夫  

 同      西 信雄 
 

３ この法人の設立当初の役員の任期は、第17条第１項の規定にかかわらず、この法人

の成立の日から平成２２年６月３０日までとする。 

 

４ この法人の設立当初の事業年度は、第47条の規定にかかわらず、この法人の成立の

日から平成２２年３月３１日までとする。 

 

５ この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、第48条の規定にかかわらず、設立

総会の定めるところによる。 

 

６ この法人の設立当初の会費は、第９条の規定にかかわらず、次に掲げる額とする。 

(1) 正会員（団体）  ４０，０００円 

(2) 賛助会員（個人・団体）  個人 ５，０００円 団体１口 ５０，０００円 

(１口以上) 

 

変更 

２０１１年２月１０日 変更認証（会費規定の設置、役員任期の明記、専門委員の 

     設置、理事会の構成） 

 

 

-50-



会費規程 

 

特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会 会費規程 

 

（総則） 

第1条  この規程は、特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会定款第9条の「会費」に

関して必要な事項を定める。 

 

（会費の種類） 

第2条  この規程で定める年会費は、次のとおりとし、会費は毎年納入しなければならな

い。ただし、名誉会員は会費の納付を必要としない。 

  (1) 正会員（団体）  40,000円 

  (2) 賛助会員（個人・団体）  個人 5,000円 団体１口 50,000円 (１口以上) 

 ２  入会金は、これを徴収しない。 

 

（会費の不返還） 

第3条  既納の会費は定款第13条に基づき、その理由の如何を問わず返還しない。 

 

（会費の事業年度） 

第4条  本規程第2条で定めた会費の有効期限は、定款第48条に準じ、毎年4月1日に始まり、

翌年3月31日に終わるものとする。 

２  入会が前項の定める年度の途中であっても、年会費として納入しなければならな

い。 

 

（規程の改廃） 

第5条 本規程の改廃は、総会の議決によるものとする。 

 

（会費の滞納） 

第6条 会費を2年間滞納した会員は、定款第10条の退会届の提出があったものとみなす。 

 

附則 

１．通常総会で議決権を有する会員は、前年度の会費を納入したものに限る。 

２．この規程は平成 23年 2月 10日付をもって施行する。 
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特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会 事務局 

平成 22 年 5 月 18 日作成 

特定非営利法人 地域がん登録全国協議会 

平成 22 年度第 1 回理事会 議事要旨 

 
1. 開催日時 
 平成 21 年 5 月 17 日（月） 午後 3 時～午後 5 時 15 分 
 
2. 開催場所 
 国立がん研究センター 管理棟 第 2 会議室 
 
3. 出席者（敬称略）  

理事長：岡本 
理事：津熊、西野、柴田、藤田、田中（電話）、岸本（電話）、早田、祖父江 
監事：三上  オブザーバー：片山 
事務局：味木、松田、丸亀、成澤、尾崎 

 
4. 議事 
 

 平成 21 年度事業報告（案）および平成 21 年度決算（案）の審議 
 承認 

 

 平成 22 年度事業計画（案）の審議 
 承認 

 

 平成 22 年度当初予算案の補正についての審議 
 全体の 5％を予備費として確保するよう、再調整する。 
 シェリングプラウの未納会費の徴収は、メルク社との吸収合併のため無理では？確

認後修正。 
 社労士、税理士の報酬を雑役等に組み入れる形で修正する。 

 

 平成 23 年度事業計画（案）および平成 23 年度当初予算（案）の審議 
 NPO 法人における収益事業の括りについて確認し、課税/非課税かを再度確認。 

 

 第 19 回総会の開催について 
 5/17 現在回答：35 名中/出席 8 名、代理出席 12 名、欠席 13 名、未回答 2 名 
 代理出席・代行は理事会の承認が必要なため、出欠の回答がまとまったら、理事会

ML に投稿する。 
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特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会 事務局 

平成 22 年 5 月 18 日作成 

 第 19 回研究会（IACR2010 公開講座）の開催について 
 ポスターセッション、第 2 回総会、各国（地域）の Cancer monitoring and control 

planning についての公開講座（同時通訳を手配、講師謝礼用意、旅費は自費）に

ついて説明。 
 

 第 20 回総会研究会の開催について 
 理事会として、会長に三上先生を推薦する。総会で承認を得る。 
 開催時期は研究会会長に一任する。 

 

 Newsletter No. 27 について 
 編集委員の選定： 祖父江先生（正）＆田中先生（副）  
 編集委員で No.27 の構成案を検討し、理事会 ML にて提案。6 月原稿収集、7 月刊

行の予定。 
 

 次期役員について 
 NPO の第 1 年目は継続人事として、来年度新たな方向性を示して新規理事を選出

する。 
 → 研究者に偏らず、行政担当者や実務者からも選出、2 年間の任期中に異動の

ないこと、宛職の扱い、地域性、等を考慮 
 【理事・監事：総会における選任】  

理事：藤田、田中、津熊、早田、西野、柴田、三上 

監事：大木 

理事長（理事会互選）：津熊 

副理事：早田 

片山先生にはオブザーバーとして理事会に出席いただく 
 現顧問の任免（理事会承認） 岡本理事長が対応。 

・ 広橋国立がんセンター総長は、平成 21 年度をもって総長の職を辞したので、

充て職ゆえ退任 

・ 花井先生＝顧問退任→名誉会員に推薦 

・ 大島先生＝顧問退任→名誉会員に推薦 

 次期役員体制での顧問（案） ※今後、新理事長のもと決定していく。  
・ 岡本先生？（津熊推薦） 

・ 嘉山先生？ 積極的に関与いただいてもよいのでは？（祖父江推薦） 

・ 祖父江先生？ → 研究班及び国立がん研究センターと協議会との役割分担を

明確にする方針に基づき、名簿に極力載らないほうがよいという指摘あり 

 名誉会員 
・ 名誉会員（理事会推薦・総会承認事項）：花井先生、大島先生 
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特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会 事務局 

平成 22 年 5 月 18 日作成 

 その他 
 事務局について（職員の雇用） 、以下事務局より提案 

・ 専任 2 名雇用。現在は研究班にて雇用。 

・ 就業規則について、10 名以下の法人は任意であるが、組織として職員を雇用

する上で不可欠。雛形に肉付けしてく方向で、作業中。8 月をめどに整備し、

独立雇用ができるようにする。 

・ 異議なし 

 

 国がん及び研究班からの委託事業について 
・ 国立がん研究センター新規事業費（地域がん登録促進費）は標準 DBS 導入を

中心とした地域がん登録標準化事業に利用する。協議会には研究班から、全国

がん罹患モニタリングのデータ集計作業を委託する予定。 

 今年度以降の表彰制度について 
・ 実務者への表彰は、従来形式は今年度を区切りとして、勤務年数（10 年以上

→7～8 年）の枠を広げて、10 月の第 2 回総会で表彰する形で推薦依頼等準備

を進める。 

・ 来年度以降は、実務者に限らず、貢献した個人および団体に対する新たな表彰

制度とすることを検討していく。 

 地域がん登録情報提供 ML 管理について 
・ 協議会サーバーへ移管し、協議会の情報提供事業として維持・管理。 

・ 異議なし、承認。 

 正会員・賛助会員の入会の手続きについて 
・ 定款上、正当な理由が無い限り入会希望者を拒めないことから、実質の審査

ということで入会手続の段取りを検討。 

・ 会員資格制限等については、常に議論はあるが、定款の目的にも地方公共団

体のための活動であることは明記されている。 

・ 医療施設等の入会申し込みについては、賛助団体としての勧誘をすることで

回避できるのでは → 実際に医療機関からの入会の問い合わせは数件あった

が、目的等を説明することで、地方公共団体を入会対象とする方針を、全ての

ケースで理解していただいている。 

・ この度は、長野県が入会申し込みをしているので、取り急ぎ、この段取りで

進める。 

・ 今後の判断に困った際等、適宜相談・協議していく。 

 中長期活動目標の策定について 
・ 各自検討をお願いし、改めて議論する予定。 
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特定非営利活動法人 地域がん登録全国協議会 事務局 

平成 22 年 5 月 18 日作成 

 今後の予定 
 次回理事会日程（6 月 4 日（金）10：30-12：30 横浜） 
 昼食用意（JACR 負担）。 

 
 報告等 

 津熊先生より以下の事項について報告があった 
アジアネットワークをこの 10 月に立ち上げたい。何をするか、事務局機能をどこ

がもつか等の提案を投げかけている。中国のワン・チー・チェン先生より、IARC
のような個別データの収集機能を目指し、事務局機能を担う用意がある、という

発言あり。 

→ いきなり個別データは冒険であり、まずは集計値から始めるのが現実的。引

き続き、相談しながら決めていく。 
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特定非営利活動法人地域がん登録全国協議会 

平成 22 年度 第 2 回理事会 議事要旨  
 
1. 開催日時 平成 22 年 6 月 4 日（金） 10 時 30 分～12 時 30 分 
2. 開催場所 横浜市開港記念会館 6 号室 
3. 出席者（敬称略）  

理事長 岡本 
 理事 津熊、西野、柴田、藤田、田中、早田、祖父江 
 監事 三上 
 事務局 味木、松田、丸亀、成澤、尾崎 
    欠席  理事 岸本（委任状発行） 

 
4. 議事 
 
●第一回総会提案事項について 

・ 議事録署名人の指名 

 議事録署名人は設立総会の際同様、監事 2 名（三上、大木）に依頼。承認。 

・ 役員人事 

 第九号議案 理事は総会での選出、理事長等は理事で互選。総会での理事決定のた

め、理事長、副理事の選任については、総会終了直前に理事長、副理事の選任を発

表する。 

 小笹先生を含め、新理事就任については、協議会のあり方・方向性を踏まえて、今

後、理事会で検討する。 

 慣例としてきた国立がん研究センター理事長（旧国立がんセンター総長）への顧問

就任依頼について、今後理事会で決議し、適宜総会にて報告する。 

 岸本先生について、理事退任後は登録会員。（本来名誉会員には、定年等で通常会

員登録が難しい方などを推薦） 

 祖父江先生の理事退任後の顧問等就任については、次回理事会で改めて決議。 

 定款変更は総会決議事項。総会への代表会員以外の参加、今後の協議会のあり方含

め次回理事会（新理事会）で検討。現行定款も完璧ではない。 

 7 月 1 日より新任期。今後の任期および総会日程等は、今後理事会等で検討する。 

 
・ IACR2010 開催について 

 登校演題数 202（最終） 

 IACR の見学（無料入場・見学のみ）が可能か？→IACR 事務局で参加方法、入場
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料等の検討をする。 

・ 実務担当功労者表彰制度について 

 平成 22 年度表彰の案内を総会終了後に各正会員に発送。 

 
・ 事業報告について  

 花井顧問の調査を基本として実施してきた地域がん登録事業実施調査は、研究班の

第 3 期事前調査等の大規模調査もあることから、そのあり方を見直す。 

 業績調査は、いままでは年度単位で作成していた。年度明けの調査、報告まとめ、

総会提示がスケジュール的に難しい。来年は、年単位（1~12 月）という区切りで

報告。祖父江班調査報告との兼ね合いもある。今後新理事会にて内容も含め詳細を

検討する。 

 
・ ニュースレターNo.27 について 

 委任状の送付 田中先生あて（事務局対応） 

 国立がん研究センターの新体制をニュースにしたいが、時期尚早。次回予定。 

 「GLOBOCAN」について、記事追加。 

 「第 19 回公開講座」については、第 19 回研究会会長岡本先生に依頼。 

 7 月発行予定。依頼、原稿収集までは編集委員。 

 
・ 第 19 回公開講座について 

 日本のプレゼンターは日英両方で資料提示、発表は日本語。 

 シナリオの準備を依頼し、事前に通訳に提示。 

 アジアネットワークにも同時通訳がつけば理想的。予算次第。 

 
・ 第 19 回研究会について 

 開場時間を早めることが可能か、会場費を考慮して研究会会長（岡本先生）と事務

局とで調整する。 

 ポスター賞の表彰については、研究会会長と相談する。 

 昼食、懇親会開催はなし。 

 県での予算化継続のため、参加費を徴収する方向で検討する（総会での質疑応答）。 

 
・ 第 2 回総会 

 10 月 15 日。IACR と同会場にて開催。 

 今後の協議会がどのように発展していくかについてのご意見伺い場。 

 功労者表彰は、総会開催前に実施。表彰修了後、総会出席者以外は退席する。 
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・ 次回理事会について 

 7 月 29 日 10：30～12：30 （昼食を協議会会議費で手配。7/29 の地域がん登

録事業会議ならびに運営委員会への参加者には、最長 2 泊 3 日の旅費を祖父江班

にて用意） 
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